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令和５年３月31日現在の財政状況を公表します。 

この財政状況の公表は、市民の皆さんに市の財政がどのように運営されている

か、また、どのような状況にあるのかを広く知っていただくため、年２回公表し

ているものです。 

今回は、令和４年度の予算、収入支出、市有財産、市債の状況と令和５年度の

当初予算のほか、財政に関することについてお知らせします。 
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第１ 令和４年度予算の状況 

令和４年度の予算の状況は、第１表のとおりです。 

 

 

第２ 令和４年度収入支出の状況 

令和４年度の収入支出の状況は、一般会計については別紙１、特別会計については

別紙２のとおりです。 

 

第３ 令和４年度繰越明許費の状況 

令和４年度一般会計及び特別会計予算のうち、その性質上又は予算成立後の事由に

より年度内にその支出を終わらない見込みのものについて、翌年度に繰越して使用す

ることとした事業の経費は、次項の第２表のとおりです。 

 

（単位：千円）

９ 月 30 日

現計予算額

11月臨時会

補 正 予 算

12 月定例会

補 正 予 算

２月定例会

補 正 予 算
合 計

24,415,209 436,262 225,952 △ 42,454 25,034,969

国 民 健 康 保 険
事 業 勘 定

3,815,120 256,846 4,071,966

国 民 健 康 保 険
直営診療施設勘定

190,685 △ 16,223 174,462

後 期 高 齢者 医療 388,496 △ 3,755 384,741

魚 市 場 事 業 15,802 2,066 17,868

【第１表】令和４年度予算の状況（令和５年３月31日現在）

区 分

一 般 会 計

特

別

会

計

【第２表】平成４年度繰越明許費の状況（令和５年３月31日現在）
一般会計 （単位：円）

　事　　　　業　　　　名　 　金　　額　 翌年度繰越額

２ 総務費 １ 総務管理費 29,909,000 29,909,000

２ 総務費 １ 総務管理費 69,240,000 20,000,000

２ 総務費 ３ 4,919,000 4,919,000

３ 民生費 １ 社会福祉費 7,700,000 7,700,000

３ 民生費 ２ 児童福祉費 515,000 514,800

戸籍住民基本
台帳費

戸籍総合システム経費

地域介護・福祉空間整備等
施設整備補助金

公立保育所運営費

款 項

管財経費

広域道の駅整備事業



 2 

 

　事　　　　業　　　　名　 　金　　額　 翌年度繰越額

４ 衛生費 １ 保健衛生費 22,980,000 1,980,000

６ 農林水産業費 ３ 水産業費 38,837,000 38,837,000

６ 農林水産業費 ３ 水産業費 4,140,000 3,957,700

７ 商工費 １ 商工費 63,644,000 16,588,000

８ 土木費 ２ 道路橋梁費 15,345,000 15,345,000

８ 土木費 ２ 道路橋梁費 290,781,000 290,780,700

８ 土木費 ２ 道路橋梁費 17,595,000 17,595,000

８ 土木費 ２ 道路橋梁費 36,785,000 36,558,883

８ 土木費 ２ 道路橋梁費 21,299,000 20,287,700

８ 土木費 ５ 都市計画費 4,000,000 4,000,000

９ 消防費 １ 消防費 5,720,000 5,718,170

９ 消防費 １ 消防費 8,954,000 8,954,000

10 教育費 ２ 小学校費 175,000 175,000

10 教育費 ２ 小学校費 10,918,000 10,566,000

10 教育費 ２ 小学校費 207,240,000 207,240,000

10 教育費 ３ 中学校費 1,225,000 1,225,000

10 教育費 ３ 中学校費 572,000 572,000

10 教育費 ４ 社会教育費 1,969,000 1,969,000

10 教育費 ５ 保健体育費 15,130,000 14,291,880

10 教育費 ５ 保健体育費 1,172,000 1,171,500

款 項

遠距離通学支援事業

学校空調設備整備事業

文化会館運営管理費

体育施設維持管理費

学校給食センター運営管理
費

遠距離通学支援事業

学校空調設備整備事業

久慈湊小学校移転改築事業

道路新設改良事業〔単独〕

公園整備事業〔単独〕

消防ポンプ自動車整備事業

災害対策事業

道路新設改良事業〔補助〕

出産・子育て応援事業

漁港整備事業〔補助〕

漁港整備事業〔単独〕

交流促進センター整備事業

除雪機械整備事業

道路維持補修事業〔補助〕

道路維持補修事業〔単独〕
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第４ 債務負担行為の状況 

令和４年度一般会計及び特別会計予算において、下半期に定めた債務負担行為の補

正は、第３表のとおりです。 

 

 

　事　　　　業　　　　名　 　金　　額　 翌年度繰越額

11 災害復旧費 １ 212,420,000 208,437,000

11 災害復旧費 １ 180,822,000 129,845,480

11 災害復旧費 ２ 14,247,000 13,147,000

11 災害復旧費 ３ 2,536,000 400,000

11 災害復旧費 ４ 60,000,000 39,300,000

1,350,789,000 1,151,984,813

農林水産施設
災害復旧費

現年発生単独災害復旧事業

都市計画施設
災害復旧費

現年発生補助災害復旧事業

合　　　計

款 項

公共土木施設
災害復旧費

現年発生補助災害復旧事業

公共土木施設
災害復旧費

現年発生単独災害復旧事業

消防施設災害
復旧費

現年発生単独災害復旧事業

一般会計
　追加 （単位：千円）

事 項 期 間 限 度 額

50,000

52,750

93,366

11,120

112,607

258,365

60

13,009

3,520遠距離通学支援事業（中学校） 令和５年度

遠距離通学支援事業（小学校） 令和５年度

漁業近代化資金利子補給
令和５年度から
令和９年度まで

交流促進センター指定管理費
令和５年度から
令和７年度まで

地域防災センター指定管理費
令和５年度から
令和９年度まで

久慈市立図書館指定管理費
令和５年度から
令和９年度まで

久慈湊小学校移転改築事業費 令和５年度

【第３表】令和４年度債務負担行為補正の状況（下半期）

子ども第三の居場所整備補助金 令和５年度

海女センター指定管理費
令和５年度から
令和９年度まで
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第５ 市有財産、市債及び一時借入金の状況 

１ 市有財産 

令和５年３月31日現在における市有財産の状況は、第４表のとおりです。 

 

 

２ 市債 

令和５年３月31日現在における市債の現在高は、第５表のとおりです。 

 

 

３ 一時借入金 

一時借入金は、歳出予算に基づいて行う必要な現金の一時的不足を補うためのもの

です。支払資金に不足を生じたときに、限度額の範囲内で借入れを行い、歳入金を収

入したときに随時償還をするものです。 

令和５年３月31日現在における一時借入金の現在高は、第６表のとおりです。 

 

土 地 22,571,277 ｍ2

建 物 246,327 ｍ2

立 木 392,543 ｍ3

有 価 証 券 118,106 千円

出 資 金 258,768 千円

215 台

57,681 千円

3,773,518 千円基 金 （ 現 金 ）

【第４表】市有財産の状況

区 分 現 在 高

公

有

財

産

物 品 （ 自 動 車 ）

債 権

（単位：千円）

令和４年度中
起債見込額

令和４年度中
元金償還見込額

21,939,099 2,549,550 2,613,676 21,874,973

国 民 健 康 保 険
直営診療 施設 勘定

24,446 7,347 17,099

魚 市 場 事 業 75,977 6,532 69,445

22,039,522 2,549,550 2,627,555 21,961,517

特

別

会

計

計

一 般 会 計

【第５表】市債現在高

会 計 名
令和３年度末

現在高

令和４年度中増減額
令和４年度末
現在高見込額
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第６ 令和５年度当初予算の状況 

１ 一般会計 

令和５年度の一般会計当初予算は、中長期的に市財政の健全化を維持するため、効

果的かつ効率的な施策の選択と集中に努めました。 

予算総額は、歳入歳出それぞれ199億8,300万円で、昨年度６月補正後※の予算と比

較すると21億239万6,000円、9.5％の減となっています。なお、東日本大震災発災前

に編成された平成23年度当初予算額との比較では、7億540万円、3.7％の増となって

いますが、その差額は、年々、減少傾向にあります。 

こうした中、令和５年度当初予算では、妊娠・出産・子育て支援の充実、観光振興

の推進、防災・減災対策の充実に重点を置いた予算編成となっています。 

歳入歳出予算の状況、債務負担行為及び地方債の状況は別紙３のとおりです。 

※ …令和４年度は骨格予算だったため、６月補正後の予算額で比較 

 

２ 特別会計 

令和５年度の特別会計は、４会計で、当初予算額は、第７表のとおりです。 

 

 

 

 

 

（単位：千円）

会 計 名 借 入 限 度 額 借 入 額

一 般 会 計 4,000,000 2,000,000

国民健康保険特別会計 200,000 0

【第６表】一時借入金現在高の状況（令和５年３月31日現在）

（単位：千円）

区 分 令 和 ５ 年 度 令 和 ４ 年 度 増 減 額

国 民 健 康 保 険
事 業 勘 定

3,982,896 3,813,470 169,426

国 民 健 康 保 険
直 営 診 療 施 設 勘 定

179,818 188,899 △9,081

後 期 高 齢 者 医 療 398,903 388,496 10,407

魚 市 場 事 業 16,772 15,802 970

合 計 4,578,389 4,406,667 171,722

【第７表】令和５年度特別会計当初予算の状況
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第７ 令和５年度市民負担の状況 

令和５年度市民負担の状況は、第８表のとおりです。 

 

（単位：円）

市 民 １人 当り １ 世 帯 当 り 市 民 １人 当り １ 世 帯 当 り

市民税 49,151 103,133 47,462 101,219

固定資産税 58,944 123,681 55,383 118,113

その他の税 11,772 24,702 11,529 24,587

合計 119,867 251,516 114,374 243,919

【第８表】市民負担の状況

区 分
令 和 ５ 年 度 令 和 ４ 年 度

注　各年度当初予算による。人口、世帯数は、各年度３月31日現在住民登録による。
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予 算 現 額 収 入 済 額

(A) (B) (B)/(A) （B)-(A) 収 入 額 収入割合

1 市 税 3,773,668 3,944,341 104.5 170,673 3,982,870 110.1

2 地 方 譲 与 税 272,424 156,103 57.3 △116,321 169,887 68.8

3 利 子 割 交 付 金 2,185 1,102 50.4 △1,083 2,129 92.5

4 配 当 割 交 付 金 6,185 8,616 139.3 2,431 10,570 136.8

5 株式等譲渡所得 割交付金 7,028 6,516 92.7 △512 12,273 370.9

6 法 人 事 業 税 交 付 金 36,471 62,125 170.3 25,654 57,159 151.0

7 地 方 消 費 税 交 付 金 820,369 855,778 104.3 35,409 844,481 108.2

8 環 境 性 能 割 交 付 金 10,147 10,184 100.4 37 9,916 128.1

9 地 方 特 例 交 付 金 26,006 24,759 95.2 △1,247 99,284 138.3

10 地 方 交 付 税 7,014,691 7,047,799 100.5 33,108 7,260,974 103.0

11 交通安全対策特 別交付金 3,561 3,278 92.1 △283 3,501 103.0

12 分 担 金 及 び 負 担 金 96,857 53,650 55.4 △43,207 65,209 81.4

13 使 用 料 及 び 手 数 料 78,261 66,944 85.5 △11,317 68,145 88.3

14 国 庫 支 出 金 5,204,367 3,636,267 69.9 △1,568,100 3,988,059 79.3

15 県 支 出 金 1,556,376 674,558 43.3 △881,818 1,193,143 66.8

16 財 産 収 入 29,814 13,567 45.5 △16,247 25,017 72.4

17 寄 附 金 414,700 240,015 57.9 △174,685 295,534 71.9

18 繰 入 金 924,555 863,944 93.4 △60,611 934,421 93.7

19 繰 越 金 1,743,868 1,743,867 100.0 0 2,312,475 100.0

20 諸 収 入 690,294 582,963 84.5 △107,331 577,177 84.5

21 市 債 2,738,350 581,350 21.2 △2,157,000 1,562,870 55.1

25,450,177 20,577,726 80.9 △4,872,451 23,475,094 90.0

予 算 現 額 支 出 済 額

(A) (B) (B)/(A) （B)-(A) 支 出 額 支出割合

1 議 会 費 195,681 187,762 96.0 △7,919 178,886 95.9

2 総 務 費 4,841,335 4,136,239 85.4 △705,096 3,447,607 85.0

3 民 生 費 7,161,850 6,476,514 90.4 △685,336 6,907,113 88.3

4 衛 生 費 1,895,802 1,467,944 77.4 △427,858 2,801,282 88.1

5 労 働 費 45,189 39,646 87.7 △5,543 40,764 90.7

6 農 林 水 産 業 費 925,304 782,388 84.6 △142,916 1,045,381 90.7

7 商 工 費 1,430,881 1,186,512 82.9 △244,369 1,001,979 77.3

8 土 木 費 2,000,090 1,417,466 70.9 △582,624 1,520,073 76.4

9 消 防 費 1,114,552 945,284 84.8 △169,268 1,015,517 91.4

10 教 育 費 2,492,014 2,018,879 81.0 △473,135 1,664,261 87.2

11 災 害 復 旧 費 654,819 177,003 27.0 △477,816 398,864 67.4

12 公 債 費 2,689,215 2,678,716 99.6 △10,499 2,720,336 99.6

13 予 備 費 3,445 0 0.0 △3,445 0 0.0

25,450,177 21,514,353 84.5 △3,935,824 22,742,063 87.2

別紙１

令和４年度一般会計収入支出の状況（令和５年３月31日現在）

歳入 （単位：千円、％）

合 計

款
比 率 前 年 同 期

歳出 （単位：千円、％）

款
比 率 前 年 同 期

合 計

（注）予算現額は、前年度からの繰越明許費繰越額及び事故繰越額を含むものである。
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予 算 現 額 収 入 済 額

(A) (B) (B)/(A) （B)-(A) 収 入 額 収入割合

国 民 健 康 保 険
事 業 勘 定

4,071,966 3,576,952 87.8 △495,014 3,584,411 88.3

国 民 健 康 保 険
直 営 診 療 施 設 勘 定

174,462 57,832 33.1 △116,630 77,634 45.6

後 期 高 齢 者 医 療 384,741 375,347 97.6 △9,394 348,489 97.4

魚 市 場 事 業 17,868 4,598 25.7 △13,270 2,723 16.0

合 計 4,649,037 4,014,729 86.4 △634,308 4,013,257 87.2

予 算 現 額 支 出 済 額

(A) (B) (B)/(A) （B)-(A) 支 出 額 支出割合

国 民 健 康 保 険
事 業 勘 定

4,071,966 3,726,683 91.5 △345,283 3,759,919 92.7

国 民 健 康 保 険
直 営 診 療 施 設 勘 定

174,462 135,104 77.4 △39,358 136,785 80.3

後 期 高 齢 者 384,741 345,290 89.7 △39,451 319,836 89.4

魚 市 場 事 業 17,868 13,746 76.9 △4,122 13,554 79.8

合 計 4,649,037 4,220,823 90.8 △428,214 4,230,094 91.9

別紙２

令和４年度特別会計収入支出の状況（令和５年３月31日現在）

歳入 （単位：千円、％）

会計
比 率 前 年 同 期

（注）予算現額は、前年度からの繰越明許費繰越額を含むものである。

歳出 （単位：千円、％）

会計
比 率 前 年 同 期
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当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増 減 額 増 減 率

1 市 税 3,879,379 19.4 3,773,668 18.6 105,711 2.8

2 地 方 譲 与 税 266,261 1.3 272,424 1.0 △6,163 △2.3

3 利 子 割 交 付 金 1,167 0.0 2,185 0.0 △1,018 △46.6

4 配 当 割 交 付 金 11,913 0.1 6,185 0.0 5,728 92.6

5 株式等譲渡所得割交付金 12,273 0.1 7,028 0.0 5,245 74.6

6 法 人 事 業 税 交 付 金 61,760 0.3 36,471 0.2 25,289 69.3

7 地 方 消 費 税 交 付 金 855,295 4.3 820,369 4.0 34,926 4.3

8 環 境 性 能 割 交 付 金 10,427 0.1 10,147 0.1 280 2.8

9 地 方 特 例 交 付 金 24,637 0.1 25,096 0.1 △459 △1.8

10 地 方 交 付 税 6,775,380 33.9 6,760,639 33.3 14,741 0.2

11 交通安全対策特別交付金 3,380 0.0 3,561 0.0 △181 △5.1

12 分 担 金 及 び 負 担 金 48,936 0.2 111,366 0.5 △62,430 △56.1

13 使 用 料 及 び 手 数 料 75,824 0.4 78,143 0.4 △2,319 △3.0

14 国 庫 支 出 金 2,970,030 14.9 3,223,724 15.9 △253,694 △7.9

15 県 支 出 金 1,493,216 7.5 1,554,614 7.7 △61,398 △3.9

16 財 産 収 入 39,495 0.2 37,814 0.2 1,681 4.4

17 寄 附 金 412,000 2.1 411,000 2.0 1,000 0.2

18 繰 入 金 999,631 5.0 648,886 3.2 350,745 54.1

19 繰 越 金 100,000 0.5 100,000 0.5 0 0.0

20 諸 収 入 697,596 3.5 634,860 3.1 62,736 9.9

21 市 債 1,244,400 6.2 1,758,820 8.7 △514,420 △29.2

19,983,000 100.0 20,277,000 100.0 △294,000 △1.4

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増 減 額 増 減 率

1 議 会 費 192,612 1.0 193,451 1.0 △839 △0.4

2 総 務 費 2,706,673 13.5 3,683,706 18.2 △977,033 △26.5

3 民 生 費 6,452,745 32.3 6,462,495 31.9 △9,750 △0.2

4 衛 生 費 1,327,434 6.6 1,446,690 7.1 △119,256 △8.2

5 労 働 費 48,812 0.2 49,485 0.2 △673 △1.4

6 農 林 水 産 業 費 840,233 4.2 892,152 4.4 △51,919 △5.8

7 商 工 費 865,803 4.3 1,022,453 5.0 △156,650 △15.3

8 土 木 費 1,755,574 8.8 1,061,343 5.2 694,231 65.4

9 消 防 費 1,100,879 5.5 1,039,419 5.1 61,460 5.9

10 教 育 費 2,262,032 11.3 1,721,590 8.5 540,442 31.4

11 災 害 復 旧 費 1 0.0 1 0.0 0 0.0

12 公 債 費 2,415,202 12.1 2,689,215 13.3 △274,013 △10.2

13 予 備 費 15,000 0.1 15,000 0.1 0 0.0

19,983,000 100.0 20,277,000 100.0 △294,000 △1.4

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増 減 額 増 減 率

1 人 件 費 3,524,455 17.6 3,456,758 17.1 67,697 2.0

2 物 件 費 3,364,143 16.8 3,189,943 15.7 174,200 5.5

3 維 持 補 修 費 113,354 0.6 122,308 0.6 △8,954 △7.3

4 扶 助 費 4,048,851 20.3 4,135,831 20.4 △86,980 △2.1

5 補 助 費 等 2,744,303 13.7 2,553,839 12.6 190,464 7.5

6 普 通 建 設 事 業 費 2,039,209 10.2 2,403,234 11.9 △364,025 △15.1

補 助 事 業 費 1,491,370 7.5 1,767,703 8.7 △276,333 △15.6

単 独 事 業 費 547,839 2.7 635,531 3.1 △87,692 △13.8

7 災 害 復 旧 事 業 費 1 0.0 1 0.0 0 0.0

補 助 事 業 費 1 0.0 0 0.0 1 100.0

単 独 事 業 費 0 0.0 1 0.0 △1 △100.0

8 公 債 費 2,415,480 12.1 2,689,181 13.3 △273,701 △10.2

9 積 立 金 123,645 0.6 161,316 0.8 △37,671 △23.4

10 投 資 及 び 出 資 金 102,483 0.5 101,185 0.5 1,298 1.3

11 貸 付 金 229,800 1.2 228,840 1.1 960 0.4

12 繰 出 金 1,262,276 6.3 1,219,564 6.0 42,712 3.5

13 予 備 費 15,000 0.1 15,000 0.1 0 0.0

19,983,000 100.0 20,277,000 100.0 △294,000 △1.4

別紙３
令和５年度一般会計当初予算の状況

歳入 （単位：千円、％）

款
令和５年度 令和４年度 比 較

合 計

歳出（目的別） （単位：千円、％）

款
令和５年度 令和４年度 比 較

合 計

合 計

歳出（性質別） （単位：千円、％）

款
令和５年度 令和４年度 比 較
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債務負担行為

事　　　　　　　　　　項 期　　　間

千円

4,268

223,202

限　度　額

児童福祉事務費 令和６年度

久慈湊小学校移転改築事業 令和６年度

地方債

起 債 の 目 的 限 度 額 起 債 の 方 法 利 率 償 還 の 方 法

千円 ％以内

路線バス運行事業 6,600

公共施設等整備事業 2,300

防犯灯整備事業 41,500

地域農村施設事業 2,200

農業振興事業 18,100

林道整備事業 11,000

漁港整備事業 38,900

観光振興事業 18,600

道路整備事業 476,100

除雪機械整備事業 2,200

市営住宅整備事業 1,400

河川整備事業 50,500

公園整備事業 7,500

消防施設整備事業 77,300

学校教育施設等整備事業 344,400

文化会館改修事業 3,200

臨時財政対策債 142,600 同　上 同　上 同　上

（ただし、利率見
直し方式で借り入
れる政府資金及び
地方公共団体金融
機構について、利
率見直しを行った
後においては、当
該見直し後の利
率）

計 1,244,400

借入先の融資条件
による。ただし、
財政の都合により
償還年限を短縮
し、又は繰上償還
若しくは低利に借
換えすることがで
きる。

証 書 借 入
又   　  は
証 券 発 行 5.0



 

 


